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対象者(日本 457 名、米国・英国・仏国 416 名)に対して、 2013 年4月 20 日 ~5 月 14 日に、インターネット
調査を実施した。①帰属情報、②健康被害に対する恐怖感、③G M 作物への抵抗感、④GM 食品を品種
改良作物に名称を変えた場合の抵抗感、⑤G M 技術と食品に対する科学的説明を理解するモチベーショ
ンと⑤理解度などを分析し、さらに⑦支払い意思額(WTP : Wilinges to pay) をG M 食品と非G M 食品開
で比較をした。
[結果]
仏国がG M 食品に対し抵抗感が最も強く (<0.1) 、次に日本が米国・英国 (<0β1) より抵抵抗感が強か
った。帰属情報については一定の傾向がみられたものの、決定要因は認められなかった。 GM 食品を含
め、食中毒などの健康被害への恐怖感を質問したところ、日本と仏国の消費者がG M 食品に強し、恐怖感を
示した( <0.1) 。また、日本以外の 3 カ国は、 G M 食品の安全性に関する科学的データが適切に提供さ
れ、全ての食品には危険が伴うことが理解できれば、 G M 食品を受け入れるとしたが (<0.1) 、日本の消費
者は、 G M 技術は受容できるが、その技術を食品に応用することには拒否を示した (<0.1) G M 食品に
対するWTP では日本人が 3 割引きならば購入するとしたのに対し、他 3 国の消費者は 2 割引き程度であ
った。
[結論]
本研究において、 4 か国全てがG M 食品に一定の抵抗感を示した。 G M 食品による健康被害は実際には
報告されていないが、日本と仏国はG M 食品を健康危害のあるものと認識していた。また、 GM 食品の受容
には干ばつや食中毒発生などの各国の事情が影響されることが示唆された。本研究では、全体的には、日
本が仏国に次いでG M 食品への抵抗感が強かったが、 WTP ではG M 食品を購入してもよいとしづ人の値
引き率は、日本が仏国より高い値引き率を示した。日本人がアンケートの回答や表現している以上に強い
抵抗感が潜在することが推察され、この傾向は医療のリスクに対しても類似の反応を示す可能性が考えら
れた。
